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1 はじめに 

1．1 マニュアルの作成経緯、目的 

  介護や社会的支援が必要な人が、尊厳を保持し、その能力に応じ自立した日常生活を営むこ

とができるように、必要な保健医療サービスと福祉サービスを行うことを目的として、平成 12 年

に介護保険制度が開始されました。その後、制度が定着する一方で、当制度運営に当たっての課

題も多く出てきたところです。 

 平成 12 年 4 月から平成 20 年 4 月までの 8年間で、65 歳以上の被保険者数（第 1号被保険者数）

は、2,165 万人から 2,757 万人と 27％（約 592 万人）増加し、要介護及び要支援認定者は、109％

（約 237 万人）と、被保険者数の増加率を大幅に超える割合で増加しています。その内訳として

要介護度別で認定者数の推移を見ると、要支援・要介護１の認定者数の増加が大きい状況が見て

取れます（図１）。 

 以上の状況のもと、平成 18 年度には、できる限り要支援・要介護状態にならない、あるいは、

重度化しないよう「介護予防」を重視したシステムの確立を目指した制度の見直しが行われまし

た。 

 これまでの介護予防の問題点としては、軽度者については、適切な対応により要介護状態の改

善が期待されるが、改善を支援する観点からのサービスが十分に提供されていないことが挙げら

れており、見直しにおいては、要支援１・２といった軽度な要支援者が要介護１～５といったよ

り重度の状態に移行することを防止する観点から「新予防給付」を創設し、当該給付において「運

動器の機能向上」、「栄養改善」及び「口腔機能の向上」といったサービスを追加しました。 

 また、要支援・要介護になる可能性の高い特定高齢者やその予備軍である全ての高齢者に対し

て介護予防事業（地域支援事業）を創設しています。介護予防事業には、ポピュレーションアプ

ローチとして全高齢者を対象とする介護予防一般高齢者施策と、ハイリスクアプローチとして生

活機能の低下した高齢者（特定高齢者）を対象とする介護予防特定高齢者施策があります。 

 これらの新予防給付及び介護予防特定高齢者施策の対象者については、地域包括支援センター

を中心として、利用者の意欲を引き出すための目標指向型のケアマネジメントを実施しています

（図２）。 

 こうした介護保険法の改正に伴って、介護給付を中心とした介護保険制度がこれまで以上に

予防重視型システムへ転換されることになりましたが、その結果、高齢者に対する心の健康づ

くりや予防対策の普及、うつ傾向にある高齢者の把握と相談や指導、機能訓練等、地域におけ

るうつへの取組が求められることになりました。 

 そうした取り組みを進めるためには、ケアを行う者、対象者に応じたケアの手段・体制等を

調整する者等、関係者の役割が重要です。本マニュアルは、高齢者のうつを予防し、早期発見・

早期治療を可能にし、うつの人を長く支えることができる地域の環境をつくり、住民の心の健

康の向上をはかることを目的として、介護予防の観点からケアに携わる関係者がどのように対

応したらよいかを示すことを目的として作成されたものです。うつというのは、精神的なエネ

ルギーが低下して、気分がひどく落ち込んだり何事にも興味を持てなくなったり、おっくうだ

ったり、なんとなくだるかったりして強い苦痛を感じ、ほとんど毎日、日常の生活に支障が現

れるまでになった状態です。詳細は、「資料1．高齢者のうつの基礎知識」を参照してください。

  


